
香取市災害復興会議 第２回会議 次第 
 

                         日時 平成２３年９月５日(月) 

                            午後１時 30分から 

                         場所 香取市役所 ４階 庁議室 

 

                         司会：企画政策課長 石川一美 

 

 

 

１ 開会 

 

 

２ あいさつ  

 ○香取市災害復興会議 議長 岸井隆幸 

 ○香取市長 宇井成一 

 

 

 ３ 議事 

（１）市民アンケート結果について（報告） 

 

 （２）香取市災害復興計画（素案）について 

 

 （３）その他 

 

 

４ その他 

 

 

５ 閉会 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年８月 

香取市災害復興計画 

市民アンケート集計結果 



アンケートの概要 

 

１．調査の目的 

香取市災害復興計画の策定にあたり、市民の現状把握や率直な意見

等を収集し、計画に反映させることを目的とします。 

 

２．調査対象 

香取市内在住の２０歳以上（無作為抽出） 

 

３．調査方法 

郵送による 

 

４．送 付 日 

平成２３年６月２０日（月） 

 

５．回答期限 

平成２３年７月 ４日（月） 

 

６．回収率（回答状況） 

３９．７％ （配布数：２０００  回答数：７９４） 

 



回答数 構成比

(1) 被害は無かった 182 20.9%

(2) 軽微な被害（生活が続けられた） 335 38.4%

(3) 家屋や地盤の一部が損壊した 211 24.2%

(4) 家屋や地盤に大きな被害がでた 50 5.7%

(5) 仕事場・勤務先等が被害を受けた 73 8.4%

(6) その他 17 1.9%

無回答 5 0.6%

　計 872 100.0%

問１  あなたのお宅では、今回の震災でどのような被害がありましたか。

「軽微な被害で生活が続けられた」(335人)がもっと多く、次いで「家屋や地盤の一部が
損壊した(211人)」、「被害は無かった(182人)」の順になっています。何らかの被害を受
けている人の割合は、約８割にも上っています。

「香取市災害復興計画 市民アンケート」集計表

回答項目

182

335

211

50

73

17

5

0 50 100 150 200 250 300 350 400

被害は無かった

軽微な被害（生活が続けられた）

家屋や地盤の一部が損壊した

家屋や地盤に大きな被害がでた

仕事場・勤務先等が被害を受けた

その他

無回答



回答数 構成比

(1) 生活再建の見通し 33 2.1%

(2) 余震・二次被害の危険性 569 35.6%

(3) 居住環境の悪化 121 7.6%

(4) 健康・体調の悪化 104 6.5%

(5) 雇用（職を失った） 11 0.7%

(6) 放射性物質・原発 529 33.1%

(7) 収入の減少 95 5.9%

(8) 特になし 64 4.0%

(9) 
困っている事があるが、どこ（誰）に相談したらいいか
わからない。

19 1.2%

(10) その他 33 2.1%

無回答 19 1.2%

　計 1597 100.0%

問２  震災に伴い、現在、不安に感じること・困っていることはありますか。
（３つまで）

回答項目

　現在、不安に感じていること、困っていることでは、「余震・二次被害の危険性」(569
人)と「放射性物質・原発」(529人)の２つの項目が特出して高い割合になっています。
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569
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33
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生活再建の見通し

余震・二次被害の危険性

居住環境の悪化

健康・体調の悪化

雇用（職を失った）

放射性物質・原発

収入の減少

特になし

困っている事があるが、どこ（誰）に相談したらいい…

その他

無回答



回答数 構成比

(1) 防災行政無線（メール配信を含む） 363 19.4%

(2) 広報かとり（震災支援号含む） 444 23.7%

(3) 市ホームページ 86 4.6%

(4) 回覧・配布文書 117 6.3%

(5) 市役所等への電話問合せ 35 1.9%

(6) 人づて（口コミ） 302 16.1%

(7) テレビ・ラジオ 282 15.1%

(8) 新聞・雑誌等 140 7.5%

(9) インターネット（携帯サイトを含む） 44 2.4%

(10) 確認できなかった 26 1.4%

(11) その他 17 0.9%

無回答 16 0.9%

　計 1872 100.0%

問３  今回の震災に関し、市の情報を主に何で確認しましたか。
　　（３つまで）

　市の情報を確認した方法ですが、「広報かとり（震災支援号含む）」(444人）、「防災
行政無線（メール配信を含む）」(363人）、「人づて（口コミ）」(302人)の順になって
います。「市ホームページ」によるとした人は86人であり、他の情報源と比較し、低いも
のとなっています。年代別の集計結果からも年代が高くなるほど、低い数値となっていま
す。

回答項目

363

444

86

117
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防災行政無線（メール配信を含む）

広報かとり（震災支援号含む）

市ホームページ

回覧・配布文書

市役所等への電話問合せ

人づて（口コミ）

テレビ・ラジオ

新聞・雑誌等

インターネット（携帯サイトを含む）

確認できなかった

その他

無回答



回答数 構成比

(1) よく対応できていた 58 7.3%

(2) おおむね対応できていた 397 50.0%

(3) いま一つ対応できていなかった（いま一つ遅かった） 222 28.0%

(4) まったく対応できていなかった（まったく遅かった） 33 4.2%

無回答 84 10.6%

　計 794 100.0%

問４  今回の震災で、これまでの市の初期対応・応急対応についてどうお考え
ですか。

回答項目

　市の初期対応・応急対応ですが、「おおむね対応できていた」(397人）、「いま一つ対
応できていなかった（いま一つ遅かった）」(222人）の順になっています。「よく対応で
きていた」と「おおむね対応できていた」を合わせた割合は、約57%、「いま一つ対応で
きていなかった」と「まったく対応できていなかった」を合わせた割合は、約32%となっ
ています。集計結果からは、市の対応に満足している人の割合が不満とする人より高い割
合となっています。
　但し、具体的な意見の記入欄には、市の対応についての不満が大多数で、「地震直後に
情報が無く不安だった」や「防災無線が非常に聞き取りづらかった」「原発事故関連、放
射線関係の情報が無かった」「給水所の設置箇所が少なかった」「水道の復旧が遅く、復
旧に関する情報も少なかった」など、多くの意見がありました。

（意見の多かった事項）
・情報提供に関する不満　60件
・給水対応に関する不満　26件
・上下水道の復旧に関する不満　33件

58
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よく対応できていた

おおむね対応できていた

いま一つ対応できていなかった（いま一つ遅かった）

まったく対応できていなかった（まったく遅かった）

無回答



回答数 構成比

(1) 緊急時連絡体制の確認 479 24.1%

(2) 避難場所や避難路の確認 436 21.9%

(3) 建物の耐震化 246 12.4%

(4) 敷地の液状化対策 114 5.7%

(5) 防災訓練等の実施・参加 71 3.6%

(6) 必要物資の備蓄 433 21.7%

(7) 地域コミュニティの充実 144 7.2%

(8) 特になし 7 0.4%

(9) その他 14 0.7%

無回答 47 2.4%

　計 1991 100.0%

　大規模災害に備え市民自らが日頃より充実させていく必要があるものとして、「緊急時
連絡体制の確認」(479人）、「避難場所や避難路の確認」(436人）、「必要物資の備蓄」
(433人）の順に高い割合になっています。

問５  大規模災害に備え、市民の皆さんが、日頃より充実させていく必要があ
るとお考えのことはありますか。（３つまで）

回答項目

479

436

246

114

71

433

144

7
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緊急時連絡体制の確認

避難場所や避難路の確認

建物の耐震化

敷地の液状化対策

防災訓練等の実施・参加

必要物資の備蓄

地域コミュニティの充実

特になし

その他

無回答



回答数 構成比

(1) 情報連絡体制の充実 366 17.5%

(2) 避難場所や避難路の充実 243 11.6%

(3) 上下水道等の耐震化 398 19.0%

(4) 公共施設の耐震化 94 4.5%

(5) 道路・農道・河川の整備 186 8.9%

(6) 地域コミュニティの充実 56 2.7%

(7) 対応力の強化 150 7.2%

(8) 救急・救護体制の強化 185 8.8%

(9) 必要物資の備蓄 225 10.7%

(10) 液状化対策 121 5.8%

(11) 特になし 4 0.2%

(12) その他 12 0.6%

無回答 55 2.6%

　計 2095 100.0%

回答項目

問６  大規模災害に備え、市が日頃より充実させていく必要があるとお考えの
ことはありますか。（３つまで）

　大規模災害に備え市が日頃より充実させていく必要があるものとして、「上下水道等の
耐震化」(398人）、「情報連絡体制の充実」(366人）の２つの項目が高い割合になってい
ます。その次に、「避難場所や避難路の充実」(243人）、「必要物資の備蓄」(225人)の
順になっています。
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情報連絡体制の充実

避難場所や避難路の充実

上下水道等の耐震化

公共施設の耐震化

道路・農道・河川の整備

地域コミュニティの充実

対応力の強化

救急・救護体制の強化

必要物資の備蓄

液状化対策

特になし

その他

無回答



回答数 構成比

(1) 被災者の生活支援 401 19.8%

(2) 住宅や宅地への再建支援 304 15.0%

(3) 道路や上下水道等の整備 461 22.7%

(4) 商店街の復興や活性化 102 5.0%

(5) 公共施設の整備 61 3.0%

(6) 防災拠点などの整備 108 5.3%

(7) 避難場所や避難路の整備 155 7.6%

(8) 産業の復興・活性化 144 7.1%

(9) 市民を元気づける催し等の開催 36 1.8%

(10) 風評被害対策 155 7.6%

(11) 地域活動の場に対する支援 30 1.5%

(12) 特になし 1 0.0%

(13) その他 13 0.6%

無回答 58 2.9%

　計 2029 100.0%

　市の復興を進めるうえで、特に重要と考えるものですが、「道路や上下水道の整備」
(461人）が最も高い割合を示しています。但し、「被災者の生活支援」(401人）、「住宅
や宅地への再建支援」(304人）と被災者支援に関しても高い割合を占めています。

問７  市の復興を進めるうえで、特にどのようなことが重要だと考えますか。
（３つまで）

回答項目
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その他

無回答



※問８から問１１は被災された方を対象とした設問です。

回答数 構成比

(1) 持ち家(一戸建) 519 91.7%

(2) 賃貸アパート・借家など 43 7.6%

(3) 社宅等 0 0.0%

(4) 親戚宅 3 0.5%

(5) その他 1 0.2%

　計 566 100.0%

　持家（一戸建）が519人、賃貸アパート・貸家などが43人となっています。

問８  震災時の住居等は、どのようなものでしたか。

回答項目

持ち家(一戸建), 519

賃貸アパート・借家な

ど, 43

社宅等, 0 親戚宅, 3

その他, 1



回答数 構成比

(1) 変化なし 529 97.2%

(2) 応急仮設住宅に転居 1 0.2%

(3) 賃貸アパート・借家などに転居 4 0.7%

(4) 社宅等に転居 0 0.0%

(5) 親戚宅に転居 6 1.1%

(6) その他 4 0.7%

　計 544 100.0%

　回答者の大多数(529人）が、「変化なし」（震災前と同じ住居に住んでいる。）として
います。「親戚宅に転居」が６人、「賃貸アパート・借家などに転居」が４人、「応急仮
設住宅に転居」が１人となっています。

問９  震災により、住居等に変化はありましたか。

回答項目

変化なし, 529

応急仮設住宅に転

居, 1

賃貸アパート・借家な

どに転居, 4
社宅等に転居, 0

親戚宅に転居, 6

その他, 4



回答数 構成比

(1) 現在の住宅を補修 379 85.7%

(2) 被災した住宅の敷地内に再建設 7 1.6%

(3) 市内の別の場所に住宅を建設・購入 3 0.7%

(4) 市外に移転して住宅を建設・購入 0 0.0%

(5) 市内の賃貸住宅・公営住宅等に入居 1 0.2%

(6) 市外の賃貸住宅・公営住宅等に入居 0 0.0%

(7) 今後の見込み・予定がたっていない 41 9.3%

(8) その他（軽微な被害のため現状のまま） 11 2.5%

　計 442 100.0%

　被災した住宅の再建方法ですが、「現在の住宅を補修」(379人）が最も多いですが、
「今後の見込み・予定がたっていない」(41人）の割合も回答者の約1割近くに上ります。

問１０  被災した住宅の再建方法（見込み･予定）はどうされますか。

回答項目

現在の住宅を補修, 

379

被災した住宅の敷地

内に再建設, 7

市内の別の場所に住

宅を建設・購入, 3

市内の賃貸住

宅・公営住宅等

に入居, 1

今後の見込み・予定

がたっていない, 41
その他（軽微な被害

のため現状のまま）, 

11



回答数 構成比

(1) 住宅再建等への助成・融資 313 43.1%

(2) 生活資金の融資 90 12.4%

(3) 心身の健康相談など 48 6.6%

(4) 雇用対策・就職支援 49 6.7%

(5) 相談窓口の充実 92 12.7%

(6) 支援政策等の情報提供 96 13.2%

(7) 特になし 27 3.7%

(8) その他 12 1.7%

　計 727 100.0%

　被災者に対する支援として、「住宅再建等への助成・融資」(313人）が特出して、高い
割合になっています。「支援政策等の情報提供」(96人）、「相談窓口の充実」(92人）、
「生活資金の融資」(90人）の順で次に続いています。

回答項目

問11  被災者の支援として、どのようなことを望みますか。
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90
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生活資金の融資

心身の健康相談など

雇用対策・就職支援
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回答数 構成比

(1) 記述あり 298 37.5%

無回答 496 62.5%

　計 794 100.0%

◆意見・提案の主な項目別の件数

区　　　　分 件数 構成比(%)

1 被災者支援（住宅、生活再建、医療、保健、福祉） 48 12.7%

2 放射性物質対策 21 5.6%

3 産業振興（農業、商工業、観光、イベント） 33 8.8%

4 町並み 17 4.5%

5 液状化対策 12 3.2%

6 道路、河川、上下水道、ライフラン全般、公共施設 76 20.2%

7 防災体制 54 14.3%

8 情報提供 22 5.8%

9 まちづくり、復興への提言全般 66 17.5%

10 その他 28 7.4%

計 377 100.0%

※複数の意見、提案をいただいているケースがあるため、回答数と件数は一致しません。

問12  震災からの復興や今後のまちづくりについてなど、ご意見・ご提案等が
ありましたらご記入をお願いします。

回答項目



問13-①  性別

回答数 構成比

(1) 男 356 44.8%

(2) 女 413 52.0%

無回答 25 3.1%

　計 794 100.0%

　回答者の性別は、「男性」44.8%、「女性」52.0%と女性の割合が高くなっています。

回答項目

男, 356

44.8%
女, 413

52.0%

無回答, 25

3.1%



問13-②  年齢

回答数 構成比

(1) 20代 65 8.2%

(2) 30代 97 12.2%

(3) 40代 130 16.4%

(4) 50代 162 20.4%

(5) 60代 211 26.6%

(6) 70代以上 117 14.7%

無回答 12 1.5%

　計 794 100.0%

回答項目

　回答者の年代は、「60代」が26.6％と最も多い割合を占め、続いて、「50代」20.4%、
40代16.4％となっています。

20代, 65

8.2%
30代, 97

12.2%

40代, 130

16.4%

50代, 162,

20.4%

60代, 211

26.6%

70代以上, 117

14.7%

無回答, 12

1.5%



問13-③-1  居住地①

回答数 構成比

(1) 佐原 418 52.6%

(2) 小見川 232 29.2%

(3) 山田 87 11.0%

(4) 栗源 40 5.0%

無回答 17 2.1%

　計 794 100.0%

回答項目

　回答者の居住地は、「佐原」52.6%、「小見川」29.2％、「山田」11％、「栗源」5％と
なっています。ほぼ、住民基本台帳の人口と同じ割合になっています。

佐原, 418

52.6%

小見川, 232

29.2%

山田, 87

11%

栗源, 40

5%

無回答, 17

2.1%



問13-③-2  居住地②

回答数 構成比

(1) 香取 67 8.4%

(2) 香西 36 4.5%

(3) 東大戸 36 4.5%

(4) 津宮 18 2.3%

(5) 大倉 17 2.1%

(6) 新島 21 2.6%

(7) 瑞穂 29 3.7%

(8) 佐原（新宿） 84 10.6%

(9) 佐原（本宿） 42 5.3%

(10) 北佐原 23 2.9%

(11) 中央 90 11.3%

(12) 北 49 6.2%

(13) 西 25 3.1%

(14) 東 14 1.8%

(15) 南 14 1.8%

(16) 八都 30 3.8%

(17) 府馬 16 2.0%

(18) 山倉 25 3.1%

(19) 栗源 18 2.3%

(20) 沢 7 0.9%

(21) 高萩 11 1.4%

無回答 122 15.4%

　計 794 100.0%

回答項目



問13-④  職業

回答数 構成比

(1) 農林水産業 61 7.7%

(2) 自営業(家族従業員含む) 85 10.7%

(3) 勤め人(会社員・団体職員等) 245 30.9%

(4) パート・アルバイト 90 11.3%

(5) 主婦 130 16.4%

(6) 無職 147 18.5%

(7) その他 18 2.3%

無回答 18 2.3%

　計 794 100.0%

回答項目

　回答者の職業は、「勤め人」30.9％が最も多い割合を占め、次いで「無職」18.5%、
「主婦」16.4%の順になっています。

農林水産業, 61

7.7%
自営業(家族従業

員含む), 85

10.7%

勤め人(会社員・団体

職員等), 245

30.9%

パート・アルバイト, 90

11.3%

主婦, 130

16.4%

無職, 147

18.5%

その

他, 

18
2.3%

無回答, 18

2.3%



問13-⑤  家族構成

回答数 構成比

(1) １人 32 4.0%

(2) ２人 186 23.4%

(3) ３人 180 22.7%

(4) ４人 155 19.5%

(5) ５人 104 13.1%

(6) ６人以上 129 16.2%

無回答 8 1.0%

　計 794 100.0%

回答項目

　回答者の家族構成は、「２人」23.4%、「３人」22.7%、「４人」19.5％、「６人以上」
16.2％の順となっています。

１人, 32

4%

２人, 186

23.4%

３人, 180

22.7%
４人, 155

19.5%

５人, 104

13.1%

６人以上, 129

16.2%

無回答, 8

1%



（参考添付Ⅰ） 

市民アンケート集計結果概要 

 
□アンケートの実施概要 
 １．調査対象：香取市在住の 20 歳以上（無作為抽出） 
 ２．調査方法：郵送による 
 ３．実施期間：平成 23 年 6 月 20 日（月）～7 月 4 日（月） 
 ４．回収率：39.7％（配布数 2000  回答数 794） 

 
 
○被災者の状況について 
・軽微な被害を含め、自宅や勤務先等で何らかの被災をした人の割合は、回答者の約

8 割(685 人)に上っています。 
・被災したとする人の大多数（97.2%）が、震災前と同じ住居に住んでいます。 
・被災した住宅の再建方法ですが、85.7%（372 人）が「現在の住宅を補修」し生活

すると回答しています。但し、「今後の見込み・予定がたっていない」とする回答

も 9.3%(41 人)ありました。 

 
 
○被災者支援について 
・被災者に対する支援として、「住宅再建等への助成・融資」(313 人、43.1%）が特

出して、高い割合になっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 



○市の大規模災害への備えについて 
・大規模災害に備え市が日頃より充実させていく必要があるものとして、「上下水道

等の耐震化」(398 人、19.0%）、「情報連絡体制の充実」(366 人、17.5％）の２つの

項目が高い割合になっています。その次に、「避難場所や避難路の充実」(243 人、

11.6%）、「必要物資の備蓄」(225 人、10.7%)の順になっています。 

 
 
 
○市の復興施策について 
・市の復興を進めるうえで、特に重要と考えるものですが、「道路や上下水道の整備」

(461 人、22.7%）が最も高い割合を示しています。また、「被災者の生活支援」(401
人、19.8%）、「住宅や宅地への再建支援」(304 人、15.0%）などの被災者支援に関

しても高い割合を示しています。 

 



（参考添付Ⅱ） 

 

「問 12」への主な意見、提言（抜粋） 

 
１ 被災者支援 
 ・被災者が早く普通の生活が出来る様早い対応をお願いします。 
 ・地震や液状化で被害を受けた方々に手厚い支援を望みます。 
 ・市として第一にやっていただきたい事は、被災された方々への金銭を含めた支援

です。「財政難」なのでと報道されていましたが、国、県に協力を求め、一刻も

早くお願いします。 
 ・心のケアが必要な人がいる。個人情報を絶対に守れる立場の人が相談を受けてく

れることを望みます。 

 
２ 放射性物質対策 
 ・市として放射能の数値を計測し防災無線等を使い公表して欲しいと思います。 
 ・家族の中に小さい子供がいます。現在、放射能による内部被ばくが心配です。野

菜などの放射性物質の検査や保育園の園庭、小学校の校庭の放射線量の測定を定

期的に続けホームページや広報で発表していただきたいと思います。 

 
３ 産業振興 
 ・農地は生産の基盤ですので、よりすみやかな対応をお願いしたいと思います。 
 ・震災のために閉店されるような店が出ないよう「１～２年の辛抱」だと思えるよ

う、支援をして頂きたいです。 
 ・お祭りや花火大会などの催事は中止せずに復興へ向けての良いアクションへとつ

なげてほしいです。 

 
４ 町並み 
 ・小野川沿いの景観については、早急に復旧してもらいたい。 
 ・街のシンボルである小野川の周辺の耐震を充実してほしいと考えます。 

 
５ 液状化対策 
 ・地盤工学の専門家に依頼し、液状化についての対策、工法等を検討してもらい、

今後の住宅復旧と上下水道などライフラインの耐震化に向けた対策を実施すべ

き。 

  
 
 



 
６ 道路、河川、上下水道、ライフライン全般、公共施設 
 ・一日も早い道路、側溝の整備をお願いしたい。 
 ・液状化とした道路を早く復興して下さい。 
 ・地震で堤防に亀裂やヒビが入っているのが大変心配です。台風や大雨で今後、利

根川や他の河川が決壊したりしないか不安です。調査と補強をお願いします。 
 ・上下水道を震災に強い樹脂製に更新するなどインフラを地震に強い構造とする。 
 ・今回ほど電気や上下水道などのライフラインの大切さを感じたことはなかった。

震災に対して強い、ライフラインの構築をお願いします。 
 ・小中学校、保育園、幼稚園の耐震化を早急に行ってほしい。 

 
７ 防災体制 
 ・今回の災害を教訓とし、災害に対するさらなる対策の強化が必要。 
・防災無線の放送が聞き取りにくいので、設置数を増加させる等、早急に対処され

たい。 
 ・防災無線が聞き取れない地域への個別受信機の配布など対応してください。 
 ・避難場所や避難路の標示、標識等を設置して欲しい。 

 
８ 情報提供 
 ・正しい情報の早急な提供をお願い致します。 
 ・今回の震災で、市から発信される情報が届きにくい、伝わりにくいと感じた。誰

でもわかりやすい伝達方法での情報発信をお願いします。 

 
９ まちづくり、復興への提言全般 
 ・市役所だけでは対応しきれない事は、市民で協力して乗りきらなければならず、

日頃から情報交換が出来たらスムーズに対応出来ると思います。 
 ・自治会単位に、自助力を高める市の支援（費用）が必要。 
 ・太陽光発電等自然エネルギー活用を積極的に公共施設に設置。各家庭にもパネル

普及のため市も後押しをお願いしたい。 
 ・復興に関して、市としての優先順位を早く、明確に市民に提示すべき。 
 ・香取市の災害も多大で元通りになるまでには、長期に渡ると考えられます。焦っ

て急いで表面だけを繕わないで着実に進めてほしい。 



１　　「居住地」と「あなたのお宅では、今回の震災でどのような被害がありましたか。」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

被害は無かった 182 20.9% 83 17.4% 54 21.5% 20 21.5% 20 47.6% 5 50.0%

軽微な被害（生活が続けられた） 329 37.7% 167 35.1% 110 43.8% 41 44.1% 9 21.4% 2 20.0%

家屋や地盤の一部が損壊した 189 21.7% 122 25.6% 43 17.1% 17 18.3% 6 14.3% 1 10.0%

家屋や地盤に大きな被害がでた 50 5.7% 35 7.4% 10 4.0% 3 3.2% 1 2.4% 1 10.0%

仕事場・勤務先等が被害を受けた 73 8.4% 45 9.5% 21 8.4% 5 5.4% 2 4.8% 0 0.0%

その他 44 5.0% 23 4.8% 10 4.0% 6 6.5% 4 9.5% 1 10.0%

無回答 5 0.6% 1 0.2% 3 1.2% 1 1.1% 0 0.0% 0 0.0%

合計 872 100.0% 476 100.0% 251 100.0% 93 100.0% 42 100.0% 10 100.0%

回答者数（合計－無回答） 867 475 248 92 42 10

小見川 山田 栗源 無回答

　佐原地区が他の地区と比較し、被害の程度が大きいと回答した割合が高くなっています。
　栗源地区では、約半数が被害が無かったとの回答であり、香取市内でも被害の状況が大きく違うことがわかります。

総計 佐原

「香取市災害復興計画 市民アンケート」（「居住地①」を列項目にした）クロス集計表

（参考添付 Ⅲ）

選択項目



２　「居住地」と「震災に伴い、現在、不安に感じること・困っていることはありますか。（３つまで）」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

生活再建の見通し 33 2.1% 17 2.0% 14 3.0% 2 1.1% 0 0.0% 0 0.0%

余震・二次被害の危険性 569 35.6% 302 35.9% 161 34.1% 66 37.7% 28 37.8% 12 34.3%

居住環境の悪化 121 7.6% 66 7.8% 41 8.7% 8 4.6% 2 2.7% 4 11.4%

健康・体調の悪化 104 6.5% 48 5.7% 35 7.4% 13 7.4% 4 5.4% 4 11.4%

雇用（職を失った） 11 0.7% 6 0.7% 3 0.6% 1 0.6% 1 1.4% 0 0.0%

放射性物質・原発 529 33.1% 271 32.2% 153 32.4% 61 34.9% 33 44.6% 11 31.4%

収入の減少 95 5.9% 57 6.8% 26 5.5% 9 5.1% 3 4.1% 0 0.0%

特になし 64 4.0% 32 3.8% 21 4.4% 8 4.6% 1 1.4% 2 5.7%

困っている事があるが、どこ（誰）に相談したらいいかわからない。 19 1.2% 11 1.3% 4 0.8% 3 1.7% 0 0.0% 1 2.9%

その他 33 2.1% 22 2.6% 8 1.7% 2 1.1% 0 0.0% 1 2.9%

無回答 19 1.2% 9 1.1% 6 1.3% 2 1.1% 2 2.7% 0 0.0%

合計 1,597 100.0% 841 100.0% 472 100.0% 175 100.0% 74 100.0% 35 100.0%

回答者数（合計－無回答） 1,578 832 466 173 72 35

選択項目
総計 佐原 小見川

「生活再建の見通し」や「居住環境の悪化」について、佐原地区、小見川地区で数値が高いのは、液状化などにより被害が大きかったため
と思われます。
「放射性物質・原発」について、栗源地区で他の地区より10ポイント以上高い数値が出ていますが、第１次産業従事者が多いため、農産物
等への影響を心配していると推察されます。

山田 栗源 無回答



３　「居住地」と「今回の震災に関し、市の情報を主に何で確認しましたか。（３つまで）」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
防災行政無線（メール配信を含む） 363 19.4% 168 16.9% 129 23.9% 43 20.5% 16 16.5% 7 21.2%
広報かとり（震災支援号含む） 444 23.7% 240 24.2% 130 24.1% 46 21.9% 22 22.7% 6 18.2%
市ホームページ 86 4.6% 58 5.8% 21 3.9% 5 2.4% 2 2.1% 0 0.0%
回覧・配布文書 117 6.3% 79 8.0% 26 4.8% 8 3.8% 2 2.1% 2 6.1%
市役所等への電話問合せ 35 1.9% 21 2.1% 7 1.3% 5 2.4% 1 1.0% 1 3.0%
人づて（口コミ） 302 16.1% 166 16.7% 82 15.2% 32 15.2% 14 14.4% 8 24.2%
テレビ・ラジオ 282 15.1% 137 13.8% 81 15.0% 38 18.1% 20 20.6% 6 18.2%
新聞・雑誌等 140 7.5% 67 6.8% 39 7.2% 18 8.6% 15 15.5% 1 3.0%
インターネット（携帯サイトを含む） 44 2.4% 28 2.8% 7 1.3% 5 2.4% 3 3.1% 1 3.0%
確認できなかった 26 1.4% 12 1.2% 7 1.3% 5 2.4% 1 1.0% 1 3.0%
その他 17 0.9% 10 1.0% 4 0.7% 3 1.4% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 16 0.9% 6 0.6% 7 1.3% 2 1.0% 1 1.0% 0 0.0%
合計 1,872 100.0% 992 100.0% 540 100.0% 210 100.0% 97 100.0% 33 100.0%
回答者数（合計－無回答） 1,856 986 533 208 96 33

４　「居住地」と「今回の震災で、これまでの市の初期対応・応急対応についてどうお考えですか。」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
よく対応できていた 58 7.3% 37 8.9% 8 3.4% 10 11.5% 2 5.0% 1 5.9%
おおむね対応できていた 397 50.0% 217 51.9% 112 48.3% 41 47.1% 18 45.0% 9 52.9%
いま一つ対応できていなかった（いま一 222 28.0% 103 24.6% 81 34.9% 26 29.9% 9 22.5% 3 17.6%
まったく対応できていなかった（まった 33 4.2% 14 3.3% 11 4.7% 4 4.6% 1 2.5% 3 17.6%
無回答 84 10.6% 47 11.2% 20 8.6% 6 6.9% 10 25.0% 1 5.9%
合計 794 100.0% 418 100.0% 232 100.0% 87 100.0% 40 100.0% 17 100.0%
回答者数（合計－無回答） 710 371 212 81 30 16

選択項目

選択項目

栗源 無回答

総計 佐原 小見川 山田 栗源 無回答

総計 佐原 小見川 山田

　小見川地区で防災行政無線からの情報が他の地区より高い数値を示したのは、個別受信機を原則として全戸配布しているためと思われま
す。



人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

緊急時連絡体制の確認 479 24.1% 232 21.9% 149 25.6% 58 27.0% 29 29.3% 11 28.2%

避難場所や避難路の確認 436 21.9% 225 21.3% 132 22.7% 48 22.3% 25 25.3% 6 15.4%

建物の耐震化 246 12.4% 132 12.5% 68 11.7% 28 13.0% 9 9.1% 9 23.1%

敷地の液状化対策 114 5.7% 78 7.4% 27 4.6% 5 2.3% 1 1.0% 3 7.7%

防災訓練等の実施・参加 71 3.6% 38 3.6% 22 3.8% 7 3.3% 3 3.0% 1 2.6%

必要物資の備蓄 433 21.7% 229 21.7% 126 21.7% 49 22.8% 24 24.2% 5 12.8%

地域コミュニティの充実 144 7.2% 84 7.9% 37 6.4% 15 7.0% 6 6.1% 2 5.1%

特になし 7 0.4% 3 0.3% 2 0.3% 1 0.5% 0 0.0% 1 2.6%

その他 14 0.7% 9 0.9% 3 0.5% 2 0.9% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 47 2.4% 27 2.6% 15 2.6% 2 0.9% 2 2.0% 1 2.6%

合計 1,991 100.0% 1,057 100.0% 581 100.0% 215 100.0% 99 100.0% 39 100.0%

回答者数（合計－無回答） 1,944 1,030 566 213 97 38

選択項目

５　「居住地」と「大規模災害に備え、市民の皆さんが、日頃より充実させていく必要があるとお考えのことはありますか。（３つま
で）」の関係

総計 佐原 小見川 山田 栗源 無回答

「敷地の液状化対策」では、液状化被害が大きかった佐原地区、小見川地区が他の地区と比較し高くなっています。



人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

情報連絡体制の充実 366 17.5% 167 15.1% 114 18.5% 51 22.8% 24 23.1% 10 21.7%

避難場所や避難路の充実 243 11.6% 122 11.0% 78 12.7% 23 10.3% 13 12.5% 7 15.2%

上下水道等の耐震化 398 19.0% 204 18.5% 127 20.6% 46 20.5% 14 13.5% 7 15.2%

公共施設の耐震化 94 4.5% 58 5.2% 22 3.6% 7 3.1% 5 4.8% 2 4.3%

道路・農道・河川の整備 186 8.9% 125 11.3% 37 6.0% 15 6.7% 3 2.9% 6 13.0%

地域コミュニティの充実 56 2.7% 23 2.1% 17 2.8% 8 3.6% 6 5.8% 2 4.3%

対応力の強化 150 7.2% 75 6.8% 48 7.8% 18 8.0% 6 5.8% 3 6.5%

救急・救護体制の強化 185 8.8% 97 8.8% 59 9.6% 15 6.7% 12 11.5% 2 4.3%

必要物資の備蓄 225 10.7% 113 10.2% 71 11.5% 23 10.3% 17 16.3% 1 2.2%

液状化対策 121 5.8% 79 7.1% 27 4.4% 10 4.5% 1 1.0% 4 8.7%

特になし 4 0.2% 1 0.1% 2 0.3% 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0%

その他 12 0.6% 10 0.9% 0 0.0% 2 0.9% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 55 2.6% 31 2.8% 14 2.3% 5 2.2% 3 2.9% 2 4.3%

合計 2,095 100.0% 1,105 100.0% 616 100.0% 224 100.0% 104 100.0% 46 100.0%

回答者数（合計－無回答） 2,040 1,074 602 219 101 44

選択項目

６　「居住地」と「大規模災害に備え、市が日頃より充実させていく必要があるとお考えのことはありますか。（３つまで）」の関係

総計 佐原 小見川 山田 栗源 無回答

「上下水道の耐震化」では、今回、断水等の被害が無かった栗源地区の数値が他の地区より低くなっています。
「道路、農道、河川の整備」「液状化対策」について、被害の大きかった佐原地区は高く、被害の少なかった栗源地区は低くなっていま
す。



７　「居住地」と「市の復興を進めるうえで、特にどのようなことが重要だと考えますか。（３つまで）」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

被災者の生活支援 401 19.8% 206 19.1% 118 20.0% 45 21.0% 24 23.8% 8 19.0%

住宅や宅地への再建支援 304 15.0% 177 16.4% 76 12.9% 27 12.6% 16 15.8% 8 19.0%

道路や上下水道等の整備 461 22.7% 249 23.0% 141 23.9% 45 21.0% 16 15.8% 10 23.8%

商店街の復興や活性化 102 5.0% 63 5.8% 26 4.4% 9 4.2% 2 2.0% 2 4.8%

公共施設の整備 61 3.0% 36 3.3% 20 3.4% 3 1.4% 1 1.0% 1 2.4%

防災拠点などの整備 108 5.3% 60 5.6% 28 4.7% 13 6.1% 5 5.0% 2 4.8%

避難場所や避難路の整備 155 7.6% 77 7.1% 51 8.6% 15 7.0% 9 8.9% 3 7.1%

産業の復興・活性化 144 7.1% 79 7.3% 38 6.4% 20 9.3% 5 5.0% 2 4.8%

市民を元気づける催し等の開催 36 1.8% 21 1.9% 7 1.2% 5 2.3% 2 2.0% 1 2.4%

風評被害対策 155 7.6% 62 5.7% 52 8.8% 24 11.2% 14 13.9% 3 7.1%

地域活動の場に対する支援 30 1.5% 13 1.2% 12 2.0% 3 1.4% 2 2.0% 0 0.0%

特になし 1 0.0% 0 0.0% 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 13 0.6% 8 0.7% 4 0.7% 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0%

無回答 58 2.9% 30 2.8% 17 2.9% 4 1.9% 5 5.0% 2 4.8%

合計 2,029 100.0% 1,081 100.0% 591 100.0% 214 100.0% 101 100.0% 42 100.0%

回答者数（合計－無回答） 1,971 1,051 574 210 96 40

選択項目
総計 佐原 小見川 山田 栗源 無回答

「道路や上下水道等の整備」では、被害の少なかった栗源地区の数値は他の地区より低くなっています。
「風況被害対策」では、山田地区、栗源地区が他の地区より高い数値ですが、第１次産業従事者が多いため、農産物等への影響を心配して
いると推察されます。



８　「居住地」と「震災時の住居等は、どのようなものでしたか。」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

持ち家(一戸建) 519 91.7% 274 89.3% 155 93.9% 60 95.2% 21 100.0% 9 90.0%

賃貸アパート・借家など 43 7.6% 30 9.8% 10 6.1% 2 3.2% 0 0.0% 1 10.0%

社宅等 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

親戚宅 3 0.5% 3 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0%

合計 566 100.0% 307 100.0% 165 100.0% 63 100.0% 21 100.0% 10 100.0%

回答者数（合計） 566 307 165 63 21 10

９　「居住地」と「震災により、住居等に変化はありましたか。」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

変化なし 505 92.8% 277 92.3% 143 93.5% 60 96.8% 20 100.0% 5 55.6%

応急仮設住宅に転居 1 0.2% 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

賃貸アパート・借家などに転居 4 0.7% 3 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1%

社宅等に転居 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

親戚宅に転居 6 1.1% 2 0.7% 4 2.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 28 5.1% 17 5.7% 6 3.9% 2 3.2% 0 0.0% 3 33.3%

合計 544 100.0% 300 100.0% 153 100.0% 62 100.0% 20 100.0% 9 100.0%

回答者数（合計） 544 300 153 62 20 9

総計 佐原 小見川

選択項目

選択項目
山田 栗源 無回答

総計 佐原 小見川 山田 栗源 無回答



１０　「居住地」と「被災した住宅の再建方法（見込み・予定）はどうされますか。」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
現在の住宅を補修 374 83.9% 216 85.7% 98 80.3% 44 83.0% 11 91.7% 5 71.4%
被災した住宅の敷地内に再建設 7 1.6% 4 1.6% 3 2.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
市内の別の場所に住宅を建設・購入 3 0.7% 2 0.8% 1 0.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
市外に移転して住宅を建設・購入 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
市内の賃貸住宅・公営住宅等に入居 1 0.2% 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
市外の賃貸住宅・公営住宅等に入居 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
今後の見込み・予定がたっていない 38 8.5% 18 7.1% 14 11.5% 5 9.4% 0 0.0% 1 14.3%
その他 23 5.2% 11 4.4% 6 4.9% 4 7.5% 1 8.3% 1 14.3%
合計 446 100.0% 252 100.0% 122 100.0% 53 100.0% 12 100.0% 7 100.0%
回答者数（合計） 446 252 122 53 12 7

1１　「居住地」と「被災者の支援として、どのようなことを望みますか。」の関係

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
住宅再建等への助成・融資 313 43.1% 179 43.9% 89 43.8% 31 39.2% 9 39.1% 5 35.7%
生活資金の融資 90 12.4% 49 12.0% 26 12.8% 9 11.4% 3 13.0% 3 21.4%
心身の健康相談など 48 6.6% 27 6.6% 14 6.9% 4 5.1% 2 8.7% 1 7.1%
雇用対策・就職支援 49 6.7% 27 6.6% 12 5.9% 8 10.1% 1 4.3% 1 7.1%
相談窓口の充実 92 12.7% 49 12.0% 28 13.8% 10 12.7% 5 21.7% 0 0.0%
支援政策等の情報提供 96 13.2% 55 13.5% 22 10.8% 16 20.3% 2 8.7% 1 7.1%
特になし 27 3.7% 15 3.7% 8 3.9% 1 1.3% 1 4.3% 2 14.3%
その他 12 1.7% 7 1.7% 4 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 7.1%
合計 727 100.0% 408 100.0% 203 100.0% 79 100.0% 23 100.0% 14 100.0%
回答者数（合計） 727 408 203 79 23 14

選択項目
無回答

選択項目
総計 佐原 小見川 山田 栗源 無回答

総計 佐原 小見川 山田 栗源



 

 

 

 

 

香取市災害復興計画 

（素案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 23 年 8 月 

香  取  市 

平成 23 年９月５日  

香取市災害復興会議 第２回会議 



目   次 

 

 

Ⅰ 災害復興計画の概要  

  １ 計画の趣旨 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

 

  ２ 計画の位置づけ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

 

  ３ 計画期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

 

  ４ 計画の範囲 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

 

Ⅱ 復興の基本理念 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

 

Ⅲ 復興の基本目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

 

Ⅳ 重点的課題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 

 

Ⅴ 分野別計画（復興施策）  

■分野別計画の体系 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 

 

  ■分野別計画の具体的内容・事業 ・・・・・・・・・・・・・ 12 

 



Ⅰ 災害復興計画の概要 

  

１ 計画の趣旨 

   平成23年３月11日、日本観測史上最大のマグニチュード9.0を記録した大地震が東日

本の広範囲を襲い、本市においても、停電、水道の断水、下水道の砂没や断裂、道路

の寸断、河川護岸の崩壊、住宅の倒壊や沈下・傾斜など莫大な被害を受け、未曾有の

大災害となりました。 

特に、液状化による被害が顕著であり、本市の復興にあたっては、液状化の被害を

踏まえ、市民生活や社会生活基盤、地域経済の再生、今後の災害対策などの課題に対

し、将来を見据え着実に、また効率的で効果的に復興施策を推進することが求められ

ます。 

一刻も早い完全復旧・再生を成し遂げ、本市が安心で安全なまちとして、さらなる

発展を目指し、香取市災害復興計画を策定するものです。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

平成23年５月23日に策定した「香取市震災復旧・復興基本方針」に基づき、「―東

日本大震災― 香取市災害復興計画」を策定します。 

震災による被害が甚大であり、震災からの復旧・復興が最重要課題であることから、

香取市総合計画基本構想（平成20～29年度）及び前期基本計画（平成20～24年度）を

踏まえ、震災対策の特別計画として策定し、復興への道筋を明らかにし、優先的に復

興施策に取り組むこととします。 

  前期基本計画については、震災により目標を達成できないものや見直しが必要なも

のなどの検証を行い、後期基本計画に引き継ぐものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 計画期間 

平成23年度から平成29年度までの７か年計画とします。 

復興にあたっては、概ね10年後を見据えながら、総合計画の目標年次である平成29

年度までの計画として、総合計画で目指す将来都市像「元気と笑顔があふれるまち 一

人ひとりの市民が輝く 活気みなぎる やすらぎの郷 香取」の実現に向けて、本計画を

推進します。また、復興への取り組みを平成25年度からの後期基本計画に引き継ぎま

す。 

 

 

４ 計画の範囲 

復興計画の範囲は、市が主体となって推進する施策や事業のほか、国、県、一部事

務組合等の公共機関などが実施する施策や事業も含めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

時期 
23 24 25 26 27 28 29 

—東日本大震災— 

災害復興計画 
       

 復旧・復興期  
 

     

 新たな展開期        

総合計画 

       

       
後期基本計画(H25～29) 

総合計画 基本構想(H20～29) 

前期基本計画 



Ⅱ 復興の基本理念 

  震災からの復興を成し遂げ、総合計画において将来都市像として掲げる「元気と笑顔

があふれるまち 一人ひとりの市民が輝く 活気みなぎる やすらぎの郷 香取」を実現

するため 

 

 

 

 

 をスローガンとして掲げ、計画を推進します。 

 

 

 

 

(基本理念)

                               



Ⅲ 復興の基本目標 

  基本理念を踏まえ、一体的な復興に取り組むため４つの基本目標を掲げます。 

 

１ 市民生活の再生 

被災者が一刻も早く震災前の生活に戻れるよう住宅再建・生活再建に向けた支援を

強力に推進します。また、被災した市民の心身の健康を総合的にケアするため、医療・

保健・福祉体制の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 社会生活基盤の再生 

   ライフラインなど社会生活基盤の復旧・整備を図ります。また、単なる復旧にとど

まらず、より安心で安全なまちづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「市民生活の再生」のために 

 

（１）住宅再建・生活再建の支援 

   香取市独自の支援策や国・県等の義援金、各種支援金、貸付金などの情報を提

供し、支援策を活用できるよう取り組み、被災した市民の早期の住宅再建や生活

再建を支援します。 

 

（２）医療・保健・福祉の充実 

   被災した市民が健康でいられるよう心身のケアを行います。 

   また、今後の災害に備え、保育所等の施設整備や地域と協力して災害時要援護

者に対する支援体制を構築し、医療・保健・福祉の充実を図ります。 

 

（３）放射性物質に対する不安解消・安全確保 

   市民が不安を抱いている放射性物質について、大気、水道水、農産物などの測

定を継続的に実施し、情報を提供して、不安解消、安全確保に努めます。 

■「社会生活基盤の再生」のために 

 

（１）道路・河川の復旧 

   交通の安全や地域排水の整備を図り、道路や河川、交通安全施設の復旧を早期

に行います。 

 

（２）上下水道の復旧 

   生活基盤の再建を図り、水道・下水道の本格的な復旧を早期に行います。また、

耐震化や液状化に対応した災害に強い工法で復旧を行います。 

 

（３）各種公共施設の復旧 

   施設を利用する市民の安全確保、利便性向上を図るため、被災した公共施設の

早期の復旧を行います。また、子どもの安全確保を図り小中学校、保育所など施

設の耐震化等の整備を行います。 



３ 地域経済・産業の再生 

   農業、商工業、観光など被災した地域経済・産業の早期復興を図ります。また、新

たな産業振興を図り、地域経済の活性化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 災害に強いまちづくり 

   今回の震災を教訓とし、防災拠点の復旧・整備や防災体制の強化など災害に強く、

安心して暮らせるまちづくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

■「地域経済・産業の再生」のために 

 

（１）農業の再建支援 

   農地や農業用施設を復旧し、震災前と同様に、農産物の生産ができるよう再建を

支援します。また、農産物のPRやブランド化を推進し、農業活性化を図ります。 

 

（２）放射性物質汚染による出荷制限や風評被害対策 

   農産物の放射性物質の測定の実施を要請し、結果を公表して安全性のPRし、風評

被害対策を進めます。 

 

（３）商工業の再建支援・商工業振興 

   被災した商業者の事業資金融資の支援や各種相談を実施し商工業の再建を支援

します。また、商工業の活性化事業やイベントへの支援、企業等の誘致活動を行い、

商工業の振興を図ります。 

 

（４）観光の振興・情報発信 

   被災した観光資源の復旧を支援し、観光の再生を図ります。また、活性化計画の

策定や観光イベントを推進して観光振興を図ります。 

 

（５）歴史的町並みの再建 

   歴史的建造物の復旧の支援を行い、町並みの再建を図ります。 

   今後の震災に備え、耐震化等を推進します。 

■「災害に強いまちづくり」のために 

 

（１）防災拠点の復旧・整備 

   防災拠点や避難所となる消防施設・小中学校施設の早期復旧、耐震化整備等を行

い災害に対応できる拠点整備を図ります。 

 

（２）防災体制の強化 
   今回の震災を教訓とした、防災計画、情報連絡体制等の検証・見直しを行い、防

災体制の強化を図ります。 

 

（３）再生可能エネルギーの利活用 

   災害時などにおいても自立したエネルギーの確保や環境への負荷を抑えた循環

型社会の形成を図り、再生可能エネルギーの利活用を推進します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本理念) 

 

（基本理念） 

市民協働による 暮らしやすく 人が集うまちづくり
 

（将来都市像） 

元気と笑顔があふれるまち 
一人ひとりの市民が輝く 活気みなぎる やすらぎの郷 香取

総合計画 
（復興計画 イメージ） 

 
１ 市民生活の再生 

３ 地域経済・産業の再生 

２ 社会生活基盤の再生 

４ 災害に強いまちづくり 

（基本目標） 



Ⅳ 重点的課題 

 〇４つの基本目標を達成するため、基本目標に対応したそれぞれの分野において、各種

の復興施策について密接に連携させながら、一体的に復興に向けた取組みを進めてい

きます。 

 〇計画を進めるにあたり、市では特に以下の課題について緊急かつ優先的に取り組んで

いきます。 

 

 １ 一刻も早い社会生活基盤の復旧対応 

  ・震災により道路や河川、上下水道などに甚大な被害を受けましたが、市民生活の安

全性や利便性の回復、産業活性化のために一刻も早い本格復旧が求められています。 

  ・工事施工に当たっては、国・県との連携や、道路部局、上下水道部局、交通安全部

局の連携による効率的な対応が求められています。 

 

 ２ 液状化対策に係る調査分析・実施と市民対応 

  ・市内全域で約3,500ha（東京ドーム 約750個分）という広大な面積で地盤の液状化

現象が発生しました。住宅地でも佐原地区・小見川地区の低地を中心に約140haで

液状化が発生しましたが、これほどの大規模な液状化現象については過去に例がな

く、復旧や今後の減災に対応するための工法等について、いまだ十分なノウハウが

確立されていません。 

    このため、公共施設の本格復旧に関して、技術的観点や財政的観点などから早急

に調査・分析の上、対策を実施していくとともに、宅地の液状化対策に関しても、

補修や再建築の方法等について早急に調査を行い、市民からの不安の声に対して適

切に対応していくことが求められています。 

 

 ３ 災害に対する備えの強化・充実 

 （１）災害時の応急体制の整備 

  ・今回の震災では、浄水場等について非常用電源が確保できなかったこと等により、

震災直後の応急対応がより困難となった面がありました。 

    このため、今後の災害に備え、災害時の応急体制の整備を早急に図る必要があ

ります。 

 

（２）災害時における地域連携体制・情報伝達システムの強化 

  ・今回の震災では、行政による対応のみでは限界があることが明らかになり、地域

全体で情報を共有しながら関係者で連携して震災対応に取り組むこと、また、そ

れにより地域の方々の不安や不満に迅速・的確に対応していくことの重要性が明

らかとなりました。 

このため、関係者の役割分担や連携のあり方について整理し地域連携体制の強

化を図ることや、災害時の情報発信のあり方について、発信すべき情報内容や情

報伝達の手段等について早急に検討し、情報伝達システムの強化を図ることが必

要となっています。 



Ⅴ 分野別計画（復興施策） 

   

 

１ 市民生活の再生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①各種相談や申請などの被災者支援・対応の充実 

②罹災証明書の早期発行 

③各種支援情報の提供 

④義援金・見舞金、各種支援金・貸付金等 

⑤生活保護の迅速な対応 

⑥住宅再建支援の実施 

⑦市営住宅一時使用料の免除 

⑧応急仮設住宅入居者の生活支援、環境整備 

⑨被災した浄化槽の補助制度の新設 

⑩がれきの受入れの実施 

（１）住宅再建・生活再建の支援 

（２）医療・保健・福祉の充実 

（３）放射性物質に対する不安解消・

安全確保 

①仮設住宅入居者などへの訪問、相談、安否確認

の実施 

②地域との協働による高齢者等の見守り体制構築 

③緊急通報装置設置事業の推進 

④災害時の障害者相談支援の実施 

⑤保育料の減免 

⑥災害時の保育所等入所児童の安全確保 

⑦災害時の拠点病院への支援充実 

⑧心のケアの実施支援 

⑨健康相談の実施 

⑩地域医療体制の検討 

⑪小見川総合病院のあり方の検討 

⑫老人福祉センターのあり方の検討 

①大気中の放射線量の定期的な測定・結果の公表 

②水道水の放射線量調査を継続実施・結果の公表 

③脱水汚泥や放流水の放射性物質測定実施・結果

の公表 

④農産物や農地の放射性物質の測定の実施要請・

適切な情報提供 

⑤放射能に関する正しい知識の周知 

■ 分野別計画の体系 



 

２ 社会生活基盤の再生 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）道路・河川の復旧 ①道路・河川等の計画的で効率的な復旧を実施 

②交通安全施設の早期復旧 

（２）上下水道の復旧 ①水道施設の早期復旧 

②水道施設の耐震化・液状化対策 

③災害時給水体制の強化 

④浄水場、取水場の自家発電装置の設置 

⑤水道緊急連絡管の整備 

⑥公共下水道施設の早期復旧 

⑦農業集落排水施設の早期復旧 

⑧下水道施設の耐震化及び液状化対策 

⑨農業集落排水施設（管路）の液状化対策 

（３）各種公共施設の復旧 ①保育施設の復旧・災害に備えた施設整備 

②学校施設の早期復旧、耐震化の実施 

③幼稚園施設の早期耐震化の実施 

④公園施設の早期復旧 

⑤市営住宅施設の早期復旧 

⑥被災公共施設の復旧 



３ 地域経済・産業の再生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）農業の再建支援 ①農地・農業用施設の早期復旧 

②農産物のPRを実施 

③農業経営再建のための融資制度の情報提供、活

用支援 

④農産物、産品等のブランド化等の推進 

⑤耕作放棄地対策の実施 

⑥圃場整備事業の推進 

⑦グリーンツーリズムの推進 

（２）放射性物質汚染による出荷制限

や風評被害対策 

①農産物や農地の放射性物質の測定の実施要請・

適切な情報提供 

（３）商工業の再建支援・商工業振興 ①中小企業者の事業資金を融資 

②金融相談や経営相談を実施 

③商業振興、活性化事業に対する助成 

④企業・大型店舗の誘致を推進 

⑤事業主の雇用助成 

（４）観光の振興・情報発信 ①関係機関との連携による観光資源の復旧支援 

②水生植物園のリニューアル整備 

③住民参加型観光イベントの実施 

④中心市街地等の活性化計画の策定 

（５）歴史的町並みの再建 ①歴史的建造物の罹災物件の復旧（修理費助成） 

②街なみ環境整備事業 

③所有者による維持管理困難物件の取得・保存 

④伝統木造建築物の耐震化の推進 

⑤景観阻害建築物・空家・空店舗対策の実施 

⑥伊能忠敬旧宅等の文化財の復旧 



４ 災害に強いまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）防災拠点の復旧・整備 ①消防施設の早期復旧・整備 

②学校施設の早期復旧、耐震化の実施 

（２）防災体制の強化 ①地域防災計画の検証・見直し 

②自主防災組織の設置推進・活動の充実 

③防災意識啓発 

④避難所、避難場所等の検証・防災関連情報の周 

知 

⑤防災無線の整備 

⑥災害時の情報発信体制の充実 

⑦ホームページの災害時対応の充実 

⑧自治会等との情報伝達体制の強化 

⑨地域コミュニティとの協働による防災体制強化 

⑩緊急時相互応援協定の活用・強化 

⑪土地地番等の適正化（GIS整備） 

⑫災害時要援護者支援計画の策定・推進 

（３）再生可能エネルギーの利活用 ①再生可能エネルギーの推進 

②節電、省エネルギーの推進 



 

 

１ 市民生活の再生 

（１）住宅再建・生活再建の支援 

（課題） 

・住宅の倒壊や傾斜、沈下などにより、震災前に居住していた住宅での生活が困難なケ

ースも多く発生しており、住宅の補修や再建に関する目途がたっていない世帯も多く

なっています。 

・液状化被害を受けた地域では、沈下した家屋の補修や地盤の改良などに多額の費用を

要しますが、必要な補修方法や内容等が分からないこともあり、対応に苦慮している

世帯が多い状況です。 

・被災した市民からは、住宅再建等への助成・融資に対する要望が多くなっています。 

・応急仮設住宅の入居期限は２年以内に限られていることから、住宅の自立再建が困難

な世帯への対応が必要となります。 

 

（方針） 

・被災者生活再建支援法に基づく支援金支給や国・県の補助事業、各種貸付事業、税や保

険料の減免、各種利用者負担の軽減等の実施により、被災者の一日も早い住宅再建・生

活再建を支援します。 

・液状化被害を受けた住宅所有者等に対しては、沈下や傾いた家屋の修復方法や工法等の

情報をできるだけ早く提供できるよう国・県等の動向を注視するとともに、市独自の調

査を進めていきます。 

・災害に強い住宅や市街地形成を図るため、一般住宅における耐震診断や耐震改修を促進

するための支援を行います。 

・被災した市民の様々な課題解決のため、その相談窓口を充実し、きめ細かな対応ができ

る体制を整備し、住宅・生活再建を全面的にバックアップします。 

・高齢者など住宅の自立再建が困難な人には、生活実態に見合った住宅支援を行います。 

・応急仮設住宅入居者が快適に生活ができるよう居住環境の向上を図ります。 

■ 分野別計画の具体的内容・事業 

※ 「Ⅳ 重点的課題」に掲げ、緊急かつ重点的に取り組む、主な事業については、

重点課題欄に『 重 』マークを記載します。 



  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 
各種相談や申請などの

被災者支援・対応の充実 

・被災者支援に関する総合窓口を

設置し、各種支援制度の受付事務

や相談をワンストップ化 

・各種支援や相談にあたり、高齢

者などに配慮した相談受付を実施

・被災・罹災の程度により様々な支

援制度があり、被災者の生活再建

に向けた相談を受付 

市 

(総務課) 

(税務課) 

(社会福祉課) 

(都市計画課) 

ほか 

H22～23

 罹災証明書の早期発行 

・震災による家屋の罹災程度の調

査の早期実施・罹災証明書を早期

発行 

市 

(総務課) 

（税務課） 

（納税課） 

H22～ 

 

各種支援情報の提供 

・各種支援制度について、広報か

とり（震災支援号を含む。）や市ホ

ームページ等を通じて情報を提供

市 

(社会福祉課) 

(都市計画課) 

(秘書広報課) 

H23 

 

義援金・見舞金、各種支

援金・貸付金等 

・日本赤十字社や千葉県、香取市

へ寄せられた義援金や見舞金の

早期の配分・交付 

・被災者生活再建支援法に基づき

被害の程度と再建方法に応じ支援

金を給付 

・被災者生活再建支援法に基づく

支援を受けられない被災者の住宅

再建への支援金を給付（千葉県被

災者住宅再建支援金） 

・災害によって一時的に生計の維

持が困難になった方への緊急貸

付（生活福祉資金貸付制度） 

・世帯主の方が負傷した世帯や住

居・家財に著しい損害を受けた世

帯の生活の立て直しのため、 高

350 万円までの資金を貸付（災害

援護資金の無利子貸付） 

国・県・市 

(社会福祉課) 
H22～23

 

生活保護の迅速な対応 

・被災者の状況に十分配慮し、生

活保護の申請意志が確認された

場合は、迅速に対応 

市 

(社会福祉課) 
H22～ 



重 住宅再建支援の実施 

・被災者の住宅再建にあたり、地

盤や地盤の改良工法、再建築、補

修などの相談を受付（被災者住宅

再建相談） 

・被災者が住宅を再建するにあた

り、金融機関から貸付を受ける場

合の利子を助成（被災者住宅再建

資金利子補給） 

・住宅の耐震診断、耐震改修に対

して助成を行い、耐震化を促進 

市 

(都市計画課) 
H23～ 

 市営住宅一時使用料の

免除 

・被災し一時的に市営住宅に入居

した人の使用料を免除 

市 

(都市計画課) 
H22～23

 

応急仮設住宅入居者の

生活支援、環境整備 

・応急仮設住宅の維持管理経費等

の経費に対し助成を実施 

・応急仮設住宅に緑のカーテンや

玄関網戸を設置 

市 

(都市計画課) 
H23～25

 
被災した浄化槽の補助

制度の新設 

・被災した浄化槽の復旧に対する

補助制度の新設 
県 

(受付：下水道課) 
H23 

 
がれきの受入れの実施 

・瓦やブロック、木くずなどの災害

廃棄物の受入れを実施 

市 

(環境安全課) 
H22～ 



（２）医療・保健・福祉の充実 

（課題） 

・被災した市民の多くは、体調の不調や様々なストレスを抱えて心身の健康が阻害されて

おり、健康を回復、維持していくことが課題となっています。特に、高齢者や障害者、

子どもなどの災害弱者へのきめ細かな対応が求められています。 

・住宅が被災し、応急仮設住宅などに入居している被災者は、今後の生活や住宅再建など

についての不安や急激な環境の変化などにより様々なストレスを抱えていますが、今後

さらに、精神的・身体的なケアが必要となることが想定されます。 

・大規模災害に対応した地域医療体制の整備、充実が求められています。また災害時に拠

点病院となる小見川総合病院の耐震化などの施設整備が望まれています。 

・高齢者や障害者などの災害時要援護者への支援体制を明確にする必要があります。 

 

（方針） 

・被災後の市民の心の健康を保持するため、こころのケア対策や各種相談事業を充実させ

ます。 

・在宅の高齢者や障害者などへの健康相談や訪問指導、安否確認、運動指導などを充実さ

せます。 

・応急仮設住宅などで避難生活を送っている被災者への生活支援相談員による福祉サービ

スの相談、見守り等について、関係機関と連携し実施を支援します。 

・災害時、緊急時における医療体制の充実を図るため、医師会や関係機関との連携体制の

強化を図ります。また災害時に拠点病院となる小見川総合病院の耐震化等を含めあり方

を検討します。 

・関係機関や各種団体との連携を進め、高齢者や障害者などの災害時要援護者への支援体

制の強化を図ります。 

 



  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 
仮設住宅入居者などへ

の訪問、相談、安否確認

の実施 

・仮設住宅入居者や避難している

世帯を訪問し、各種相談を受付 

県・市 

(社会福祉課) 
H22～23

重 
地域との協働による高齢

者等の見守り体制構築 

・高齢者などを地域で見守る「見守

りネットワーク事業」を充実 

・災害時の高齢者等の安否確認や

避難等にあたり、地域・区長等との

協力体制を構築 

・高齢者や障害者など要援護者台

帳システムを導入し、災害時の情

報伝達や安否確認、避難誘導を

実施 

市 

(社会福祉課) 

(介護福祉課) 

(障害福祉課) 

H23～ 

 緊急通報装置設置事業

の推進 

・高齢者の緊急連絡のための緊急

通報装置を PR し、設置を推進 

市 

(介護福祉課) 
H23～ 

 
災害時の障害者相談支

援の実施 

・関係機関や各種団体と連携し、

障害種別に応じた災害時の相談

支援を実施 

市 

(障害福祉課) 
H23～ 

 
保育料の減免 

・震災により住宅が全壊、半壊とな

った世帯の保育に係る負担を軽減
市 

(子育て支援課) 
H22～ 

 

災害時の保育所等入所

児童の安全確保 

・災害時の避難場所や避難経路、

児童の誘導方法・役割分担などの

確認・訓練を充実し、安全を確保 

・児童クラブ設置の学校との連携

強化や児童クラブの一元管理を行

い入所児童の安全を確保 

市 
(子育て支援課) 

全期間 

 
災害時の拠点病院への

支援充実 

・災害時に地域医療を担う拠点病

院である県立佐原病院・小見川総

合病院への支援を充実 

市 

(健康づくり課) 
H22～ 

 

心のケアの実施支援 
・臨床心理士等による「かとりリラッ

クス動作法チーム」の活動を支援 

市 

(健康づくり課) 
H22～23

 
健康相談の実施 

・各保健センターにおいて「みんな

の健康相談」を実施 

市 

(健康づくり課) 
H22～23

 

地域医療体制の検討 
・災害時を含め地域医療体制につ

いての検討を実施 

市 

(健康づくり課) 
H22～ 

 
小見川総合病院のあり方

の検討 

・小見川総合病院について、耐震

化や建替えを含め、あり方を検討 

市 

(健康づくり課) 
H22～23

 老人福祉センターのあり

方の検討 

・老人福祉センター(田部)の今後

の方向性を検討 
市・香取広域 
(企画政策課) 

H22～ 



（３）放射性物質に対する不安解消・安全確保 

（課題） 

・放射能は、目に見えず判定しにくいほか、ホットスポットが生じたり天候等による変動

が大きいなどの理由から、外部被ばくや内部被ばくによる将来の健康リスクなどに対し

て、市民の関心は非常に高く、不安は大きくなっています。 

・飲料水や農産物等への影響についての不安意識から、大気、水道水、農産物などの放射

線数値の正確な情報を求める市民の声が非常に高まっています。 

 

（方針） 

・福島第一原子力発電所事故の収束に向けた動きや国が示している放射線量の基準等を注

視しつつ、国・県にきめ細かな放射線モニタリングの徹底を強く要請するとともに、大

気中及び水道水などについての市独自の放射線モニタリング体制を強化し、測定結果を

定期的に公表して、市民の不安解消に努めます。 

・測定結果の公表手段については、市ホームページのほか、防災無線や広報紙、文書回覧

など様々な媒体を使い、市民に迅速かつ確実に情報を提供します。 

・市民に対し、放射能に関する正しい知識の周知に努めます。 

 

  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 
大気中の放射線量の定

期的な測定・結果の公表 

・大気中の放射線量について、定

期的な測定を実施し、結果を公表 

市 

(環境安全課) 
H23～ 

 

水道水の放射線量調査

を継続実施・結果の公表 

・利根川等を水源とする浄水場の

水道水は週１回、地下水を水源と

する水道水は月１回を基本として

放射線量調査を継続し、結果を公

表 

市 

(水道課) 
H22～ 

 
脱水汚泥や放流水の放

射性物質測定実施・結果

の公表 

・佐原浄化センター、小見川浄化

センターの脱水汚泥や放流水の

放射性物質測定を継続実施し、結

果を公表 

市 

(下水道課) 
H23～ 

 

農産物や農地の放射性

物質の測定の実施要請・

適切な情報提供 

・農産物や農地の土壌の放射性物

質の測定の実施継続を県に対し

要請 

・測定結果について、公表し、情

報を周知 

県・市 

(農政課) 
H22～ 

 
放射能に関する正しい知

識の周知 

・専門の講師を招いた放射能に関

する講演会の開催や情報提供に

より正しい知識を周知 

市 

(環境安全課) 
H23 



２ 社会生活基盤の再生 

（１）道路・河川の復旧 

（課題） 

・道路については、道路面や側溝などが破損し、一定の応急対応は行っているものの、通

行に支障があったり、排水能力が低下している箇所が多い状況にあります。特に、液状

化地域では、道路の凹凸や舗装の喪失により車両の通行や歩行者の通行に支障が出てい

ます。 

・河川については、液状化による川床の隆起による流下能力の減少や護岸の崩落に対する

早急な対応が必要となっています。 

・老朽化している橋梁の修繕や整備等の対策が求められています。 

 

（方針） 

・国、県、市道の幹線道路や橋梁、生活に密着した道路・側溝などの被災箇所の早期の本

格復旧を国・県と連携し進めます。特に液状化地域では、道路の破損が激しいため水道

や下水道のライフラインの本格復旧と合わせ早急な対応を実施します。 

・上下水道工事と連携し、計画的かつ効率的な復旧を実施します。 

・河川については、国・県と連携し、治水機能確保のため早期復旧を進めます。 

・老朽化が進む市道橋梁について、長寿命化を図り計画的な修繕、整備を推進します。 

 

  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

重 
道路・河川等の計画的で

効率的な復旧を実施 

・被災した道路・河川等について、

上下水道の復旧工事等と連携し、

早期に、計画的で効率的な復旧を

実施 

○国庫負担金活用：57 箇所 

市 

(建設課) 
(道路河川管理課) 

H22～ 

重 
交通安全施設の早期復

旧 

・被災したカーブミラーやガードレ

ールなどの交通安全施設の復旧

を道路の復旧と連携し、早期に実

施 

市 

(環境安全課) 
H22～ 



（２）上下水道の復旧 

（課題） 

・水道の仮設配管は、道路上への設置のため、夏季には水温上昇、冬季には凍結が生じる

ほか、接触事故等による断水の危険もあるため、早期の本格復旧が必要となっています。 

・浄水場や浄化センターなどの施設や管路の多くは、整備後長期間が経過し、老朽化が進

んでいるため、順次の改修や更新が求められています。 

・上下水道は、生活に欠かせないライフラインの要であることから、今後起こりうる大規

模な災害に備え、災害に強い工法での復旧が望まれています。 

・今回、震災直後の停電に際して取水や浄水に支障を来したことから、今後の震災に備え

た対応が求められています。 

 

（方針） 

・水道施設については、被災箇所の本復旧を最優先に取り組み、併せて老朽管の計画的な

更新を進めます。復旧、更新の際には、大規模な災害に耐えられるよう管路の耐震化等

を図ります。 

・下水道施設についても、被災箇所の本復旧を最優先に取り組みます。復旧の際には、改

良土等による埋め戻しなど、下水道管路の液状化対策を実施します。 

・停電による断水対策として、浄水場等に非常用自家発電機の整備を行います。 

 



  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

重 水道施設の早期復旧 

・被災した管路などの水道施設の

早期復旧を実施 

○国庫負担金活用 

２6 箇所  延長約 20 ㎞ 

市 

(水道課) 
H22～ 

重 
水道施設の耐震化・液状

化対策 

・耐震継手管（DIP GX 形等）を採

用し水道管路の耐震化・液状化対

策を実施 

・石綿管等を耐震管へ計画的な敷

設替えを実施 

・耐震診断により耐震改修が必要

な水道施設の早期耐震化 

市 

(水道課) 
H22～ 

重 災害時給水体制の強化 

・給水用の運搬車両確保、給水タ

ンクやポリタンク・給水袋(配布用)

の備蓄、病院等の受水槽へ直接

給水できる給水車の配備など、災

害時の給水体制を強化 

市 

(水道課) 
H23 

重 
浄水場、取水場の自家

発電装置の設置 

・災害による停電対策として、玉造

浄水場、飯島取水場、側高配水ポ

ンプ場に自家発電装置を設置 

市 

(水道課) 
H24～ 

重 水道緊急連絡管の整備 

・災害時等に備え、佐原浄水場エ

リア、小見川浄水場、栗源簡易水

道エリアの緊急連絡管を整備 

市 

(水道課) 
H26～ 

重 
公共下水道施設の早期

復旧 

・被災した下水道施設の早期復旧

を実施 

○国庫負担金活用 

管渠：16 工区 延長：約 13.１km

施設：２施設 

市 

(下水道課) 
H23～25

重 
農業集落排水施設の早

期復旧 

・被災した農業集落排水施設の早

期復旧を実施 

○国庫負担金活用：４地区 

市 

(下水道課) 
H22～24

重 
下水道施設の耐震化及

び液状化対策 

・下水道管渠施設の埋戻しを地盤

変動や液状化に強い改良土等を

使用 

・下水道施設を耐震診断を行い耐

震改修が必要な施設の早期耐震

化 

市 

(下水道課) 

H22～ 

H25～ 

重 
農業集落排水施設（管

路）の液状化対策 

・リブ管を使用した復旧工法によ

り、液状化対策を実施 

市 

(下水道課) 
H22～24

 



（３）各種公共施設の復旧 

（課題） 

・新島中学校においては、今回の液状化により校舎全体が傾斜したため使用できない状況

となっており、早急な対応が必要となっています。また、耐震化されていない学校施設

もありますが、未来をつくる子どもたちの安全確保の観点から施設の耐震化を早急に図

ることが必要となっています。 

・市役所本庁舎周辺や各種公共施設において、震災による段差や亀裂等が生じていること

から、利用者の安全性の確保や利便性の向上を図るため、段差等の解消を行う必要があ

ります。 

 

（方針） 

・小中学校施設は、早期の復旧に努め、全校施設の耐震化を実施します。幼稚園施設につ

いても改築等により耐震化を行います。 

・新島中学校については、新校舎建設に向け設計作業等を進めます。 

・社会福祉施設、社会教育・体育施設、文化施設、市営住宅、市役所本庁舎周辺などの各

種公共施設についても早期の復旧を実施します。 

 

  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

重 
保育施設の復旧・災害に

備えた施設整備 

・被災した保育施設の早期復旧を

実施 

・保育所再編に伴う施設整備、児

童クラブの設置を推進 

・老朽化した保育施設の早期の整

備・耐震化 

市 
(子育て支援課) 

H22～ 

重 
学校施設の早期復旧、

耐震化の実施 

・学校施設の早期復旧、施設整備

を推進 

・被災し、使用不可となった新島中

学校の新校舎を建設 

・小中学校施設において耐震化が

必要な施設すべての耐震化を早

期実施 

市 

(教育総務課) 
H22～ 

重 
幼稚園施設の早期耐震

化の実施 

・幼稚園施設において耐震化が必

要な施設すべての耐震化を早期

実施 

市 

(教育総務課) 
H22～ 

重 公園施設の早期復旧 

・被災した公園施設の早期復旧の

実施 

国庫負担金活用：２箇所 

市 

(都市計画課) 
H2２～ 

重 
市営住宅施設の早期復

旧 

・被災した市営住宅施設の早期復

旧の実施 

○国庫負担金活用：１箇所 

市 

(都市計画課) 
H2２～ 

重 被災公共施設の復旧 

・市役所本庁舎周辺やひまわり

苑、水の郷さわら桟橋、北総斎場

など各公共施設を復旧 

市・香取広域 

(財政課 ほか) 
H22～ 



３ 地域経済・産業の再生 

（１）農業の再建支援 

（課題） 

・香取市は千葉県第一位の生産量を誇る水田地帯であり、農業は地域の基幹産業となって

いますが、農地や農業用施設に大きな被害を受けたため、作付けができなかった農家が

多数出ました。 

・近年、農家は農業収入の低迷により苦しい経営状況が続く中で、高齢化・後継者不足も

顕著となっていますが、今回の震災被害により、施設の復旧に関する金銭面の負担や放

射性物質に関する風評被害等による収入減少が見込まれるため、今後、さらなる経営不

振が危惧されます。 

 

（方針） 

・現在、農業産出額は、県下第２位ですが、様々な復興策や取り組みにより県下第１位を

目指します。 

・液状化等により被災した農地、農業用施設の早急な復旧を行います。特に農業用施設に

ついては、一刻も早い復旧のため市が事業主体となって災害復旧を行います。 

・ＪＡなどと連携し、被害を受けた農業者に対し、農業経営再建のための融資制度等の情

報提供や相談体制を充実させます。 

・農業従事者の高齢化が進む中、集落営農を推進し、担い手となる農業後継者の育成、確

保を図ります。 

・米産地として安定した水田農業の確立を図るとともに、さつまいもなどの農産物の産地

化と香取ブランドの確立による生産振興を図ります。 

・市内にある２つの道の駅（紅小町の郷、水の郷さわら）や民間直売施設と連携し、安全

性を含めた農産物のＰＲや販売促進に取り組みます。 

 



  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 

農地・農業用施設の早期

復旧 

・被災した農地・農業用施設(被災

額 40 万円以上)について、国・県

の助成を受け、早期復旧を実施 

・土地改良区等が実施すべき、農

業用施設の復旧を市が事業主体と

なり実施（受益者負担は必要） 

○国庫負担金活用 

農業用施設 162 箇所 

市 

（農政課） 
H22～ 

 

農産物の PR を実施 

・市内の道の駅（水の郷さわら・紅

小町の郷）や民間直売施設等と連

携し、農産物のＰＲを実施 

市 

（農政課） 
H22～ 

 農業経営再建のための

融資制度の情報提供、

活用支援 

・農業経営再建のための融資制度

の情報提供や融資制度の活用を

支援 

市 

（農政課） 
H22～ 

 

農産物、産品等のブラン

ド化等の推進 

・香取市産の産品・商品等のブラ

ンド化を推進 

・ちばエコ農産物など減化学肥

料、減農薬農法を実施する農業を

支援 

市 

（農政課） 
H22～ 

 

耕作放棄地対策の実施 

・耕作放棄地解消に積極的な集落

に対して、県・国の事業を活用し、

支援 

国・県・市 

（農政課） 
H22～ 

 

圃場整備事業の推進 
・効率的な農業生産基盤整備を図

り、圃場整備事業を推進 

市 

（農政課） 
H22～ 

 
グリーンツーリズムの推

進 

・香取市の豊かな自然や文化を

PR し、グリーンツーリズムを推進 

市 

（農政課） 
H22～ 

 



（２）放射性物質汚染による出荷制限や風評被害対策 

（課題） 

・現在、香取市内の多くの農家においては震災被害を乗り越えて作付・栽培に尽力してい

ますが、今後、仮に基準値を超える放射性物質が検出された場合、出荷停止によって収

入を失う恐れがあります。また、既に風評被害によって価格の下落が生じていますが、

今後の動向によっては、さらに風評被害が拡大し、価格が下落する恐れがあります。 

・牛肉・豚肉など畜産業についても風評被害によって、値崩れが起きており、経営不振か

ら離農も危惧されます。 

・出荷停止となった場合の農畜産物の取扱いや汚染物の処分、生産者の経済的損失に対す

る補償等については、国等の責任による適切な対応が求められます。 

 

（方針） 

・放射性物質による風評被害解消のため、農畜産物の放射性物質測定対象品目や測定頻度

を増やすことを、国県に強く要望し、消費者に安全であることを積極的に公表するなど、

各種販売促進、消費拡大の施策を講じます。 

・測定結果の公表手段については、市ホームページのほか、防災無線や広報紙、文書回覧

など様々な媒体を使い、迅速かつ確実に情報を提供し、消費者に安全性をPRします。 

・出荷停止となった場合の農畜産物の取扱いや汚染物の処分、生産者の経済的損失に対す

る補償等については、国等へ適正な補償を求めていきます。 

  

  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 

農産物や農地の放射性

物質の測定の実施要請・

適切な情報提供 

農産物や農地の土壌の放射性

物質の測定の実施継続を県に対

し要請 

測定結果について、広報かとり

や市ホームページ、防災無線、文

書回覧などを通じ情報を周知 

県・市 

(農政課) 
H22～ 

 



（３）商工業の再建支援・商工業振興 

（課題） 

・香取市においては、震災以前から厳しい経営環境の下で経営努力による事業運営を行っ

てきた中小規模の事業者や個人事業主が多いが、震災による売上の減少や店舗等の被災

により廃業した事業者も一部出てきており、今後さらに経営環境の悪化や経営不振が予

想されます。 

・ＪＲ佐原駅及びＪＲ小見川駅周辺市街地は、商店街の空洞化が進んでおり、その再生が

求められています。 

 

（方針） 

・商工業の早期復興のため、商工会議所や商工会、金融機関等と連携し、被災した事業者

の資金調達に係る負担軽減、個店や商店街の再建に対する支援、消費需要を喚起する取

り組みへの支援を行います。 

・震災による売上の減少などを払拭するため、各種商店街が実施する活性化イベントなど

に支援を行い、商店街を活性化させ、賑わいを創出します。 

・地域経済の活性化や雇用機会の拡大を図るため、市内への新たな企業の誘致を強力に推

進します。特に、産業用地として取得したソニー工場跡地への企業誘致を早急に進めま

す。 



 ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 

中小企業者の事業資金

を融資 

・震災により売上減少などの影響

を受けている中小企業者の事業資

金の融資・助成 

○東日本大震災復興特別貸付 

○小規模事業者経営改善資金融

資 

○東日本大震災復興緊急保証 

○災害関係保証 

○事業資金利子補給、保証料補

助 

国・県・市 
(受付：商工観光課) 

H22～ 

 

金融相談や経営相談を

実施 

・各種融資制度などの金融相談や

経営相談を実施 

○震災復興支援アドバイザー派遣

○中小企業再建支援専門家チー

ムによる支援 

県・市・他 
(受付：商工観光課) 

H22～ 

 

商業振興、活性化事業

に対する助成 

・商業団体、商店街等が行う商業

振興、活性化事業に対し助成 

○プレミアム商品券発行助成 

○商業及び商店街振興事業補助 

○商店街協同施設設置事業補助 

市 

(商工観光課) 
H23～ 

 

企業・大型店舗の誘致を

推進 

・産業用地として取得したソニー工

場跡地など市内へ企業を誘致 

・大型店舗の誘致活動を実施 

市 
(賑わいのまち推進課) 

H22～ 

 

事業主の雇用助成 

・事業主が労働者の雇用を行うに

あたり助成を実施 

○雇用調整助成金の支給 

○中小企業緊急雇用安定助成金

の支給 

○被災者雇用開発助成金の支給 

○試行雇用奨励金の支給 

国 
(受付：商工観光課) 

H22～ 

 

 



（４）観光の振興・情報発信 

（課題） 

・香取市では、地域の歴史や文化・自然を活かした観光振興を地域活性化の重要な柱とし

て位置づけ、これまで積極的に取り組みを進めてきましたが、今回の震災により、観光

の拠点である歴史的町並みや小野川、水郷佐原水生植物園などが被災したほか、各種ま

つりやイベントを中止・延期せざるを得ませんでした。 

・自粛ムードや原発事故による風評被害により東日本方面への旅行控えも発生しているこ

とから、香取市への観光入込客数が大幅に減少しており、観光の再生・振興に関する早

急な対応が求められています。 

 

（方針） 

・本市の観光拠点である、歴史的町並みや小野川の一日も早い修復や復旧を国、県と連携

しながら強力に推進します。 

・応急復旧により開園した水郷佐原水生植物園については、大規模なリニューアルにより

新たな観光拠点としての整備を検討していきます。 

・震災前まで継続的に実施されてきた各種まつりやイベント等については、まちを活気づ

け、市民を勇気づける復興イベントとして位置づけ、これまで以上に盛大に実施ができ

るよう支援します。 

・歴史的町並みや里山などの本市の魅力をアピールする各種観光イベントや首都圏での観

光キャンペーン等、地域一丸となったイメージアップ戦略と積極的かつ継続的な観光復

興対策を展開します。 

 

  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 
関係機関との連携による

観光資源の復旧支援 

・被災した観光資源について、国・

県など関係機関と連携し早期に復

旧 

市 

(商工観光課) 
H23～ 

 
水生植物園のリニューア

ル整備 

・水生植物園のリニューアル整備

を検討 

市 

(商工観光課) 
(賑わいのまち推進課) 

Ｈ２２～ 

 

住民参加型観光イベント

の実施 

・市内の様々な観光資源を活か

し、住民参加型のイベントを実施 

・震災からの復興をテーマにフォ

ーラム等を実施 

市 

(商工観光課) 
(賑わいのまち推進課) 

H23～ 

 

中心市街地等の活性化

計画の策定 

・香取市中心市街地活性化計画や

都市再生整備計画（佐原市街地・

小見川駅周辺）等の計画を策定

し、活性化事業を推進 

市 
(賑わいのまち推進課) 

(市街地整備課) 
H23～ 

 



（５）歴史的町並みの再建 

（課題） 

・香取市では、長年にわたり地域住民が中心となって歴史的町並みが保存されてきました

が、今回の震災により建造物が被災し、市民のみならず、市外からも早期の復旧が望ま

れています。 

・今後の震災等に備え、歴史的建造物の耐震化などについても検討が必要となっています。 

 

（方針） 

・国・県の補助事業等を最大限に活用し、被災した歴史的町並みの一日も早い復旧を強力

に支援、推進します。 

・伊能忠敬旧宅の復旧や県指定建築物の復旧支援を行います。 

・佐原町屋研究会による伝統木造建築の耐震性能実験を支援するなど、歴史的建造物の耐

震化や補強方法などの検討と開発を行います。 

 

  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 
歴史的建造物の罹災物

件の復旧（修理費助成） 

・文化庁の補助により、重伝建地

区内の罹災物件の修理費を助成 

（難工事は、施工監理費も助成） 

市 

(都市計画課) 
H22～ 

 

街なみ環境整備事業 

・国土交通省の補助により、佐原

の町並みにおける罹災物件の詳

細な被害状況を調査 

・景観形成地区内の震災被害建物

の修理費を助成 

市 

(都市計画課) 
H22～ 

 

所有者による維持管理困

難物件の取得・保存 

・文化庁の補助により、重伝建地

区内で罹災した物件で、所有者に

よる維持管理が困難な物件を市が

取得し、保存・活用 

市 

(都市計画課) 
H22～ 

 
伝統木造建築物の耐震

化の推進 

・佐原町家研究会による伝統木造

建築の耐震性能実験・耐震補強方

法の開発を支援 

市 

(都市計画課) 
H22～ 

 

景観阻害建築物・空家・

空店舗対策の実施 

・景観阻害となっている建築物の

所有者に対し、景観に調和した建

物への更新の働きかけを実施 

・大学と協働し、空家・空店舗を活

用促進事業を実施 

市 

(都市計画課) 
H22～ 

 
伊能忠敬旧宅等の文化

財の復旧 

・伊能忠敬旧宅の復旧・県指定建

築物の復旧を支援 

市 

(生涯学習課) 
H22～ 

 



４ 災害に強いまちづくり 

（１）防災拠点の復旧・整備 

（課題） 

・市の防災拠点、避難場所等について、復旧や機能整備が求められています。 

・今回被害を受けた学校施設等については緊急時の避難場所となることも踏まえ早急な復

旧が求められています。 

・栗源分遣所は今回の震災で被災し、現在は一時移転している状況にありますが、地域の

安全・安心に十分応えられるよう早急な対応が求められています。また、老朽化した消

防庁舎の整備が求められています。 

 

（方針） 

・小中学校施設は多くの施設が避難所に指定されているため、被災した施設は早期に本格

復旧を行います。また、市内の全ての小中学校施設の耐震化を実施します。 

・今回、震災で被災した栗源分遣所の整備を早急に行います。また、施設が老朽化してい

る佐原消防署と小見川消防署の計画的な更新を行います。 

・コミュニティセンターや地区集会所などを活用し、災害時における身近な安全な避難拠

点の形成を図ります。 

 

  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

 

消防施設の早期復旧・整

備 

・被災した消防施設の早期復旧を

実施 

・震災により使用できなくなった栗

源分遣所のほか、老朽化した佐原

消防署、小見川消防署の早期の

整備 

香取広域 

(市：総務課)  

 

学校施設の早期復旧、

耐震化の実施 

・学校施設の早期復旧、施設整備

を推進 

・被災し、使用不可となった新島中

学校の新校舎を建設 

・小中学校施設において耐震化が

必要な施設すべてを早期に耐震

化を実施 

市 

(教育総務課) 
H22～ 

 

 



（２）防災体制の強化 

（課題） 

・大規模災害時には、行政による対応のみでは限界があることが明らかとなったことを踏

まえ、今後の大規模災害に備え、行政と地域が連携し、防災体制を強化していくことが

必要です。 

・香取市は、伝統行事などが活かされコミュニティ活動が比較的充実している地域もあり

ますが、地域によってはコミュニティ意識が希薄になりつつあり、地域の助け合いや協

力体制などを築けない場合もあります。 

・災害時の安全確保や避難、情報の収集や周知など災害時初期対応は地域の力、地域の助

け合いに頼らざるを得ない状況です。 

・災害の対応（特に緊急対応）について、今回の震災での経験を活かして、関係者の役割

分担や連携のあり方について整理しておくことが必要です。また、平成２０年度に策定

した香取市地域防災計画をはじめ、その他の諸計画についても様々な面から検証を行う

必要があります。 

・災害時の情報発信のあり方については、発信すべき情報内容や情報伝達の手段等につい

て、あらかじめ検討しておくことが重要です。特に防災行政無線が聞こえない、または

聞き取りづらいとの多くの声が寄せられています。また、市ホームページを見ることが

できない世帯への対応について十分に検討する必要があります。 

・今回の震災により、防災や安全に関するノウハウ、知識等が蓄積されたことから、今後

はそれらを共有化、体系化することが必要です。 

 

（方針） 

・災害発生時における地域の支援体制の構築を進めるため、各町内における自主防災組織

の結成を引き続き推進し、結成後においても組織育成のための支援を行います。 

・今後の災害に備えるべく、事業者や消防団、各種団体、地域コミュニティなどとの連携

による共助、公助体制の仕組みづくりを行います。 

・希薄化しつつある地域住民の連携を強い絆へと結びつけるため、香取市まちづくり条例

を推進し、住民自治協議会の設立及び運営支援を積極的に行い、各地域コミュニティを

活性化します。 

・今回の震災を教訓とし、地域防災計画の予防対策、応急対策、復旧対策がより充実強化

されるよう香取市地域防災計画等の見直しを早急に進めます。 

・災害時要援護者支援計画に基づき支援対策を進めます。 

・災害時に情報の空白をつくらないために、防災行政無線等による確実な情報伝達を行い

ます。また防災行政無線の難聴世帯への戸別受信機の設置や携帯メール配信の登録を推

進します。 

・広報かとり号外や随時広報紙の発行、広報車による情報提供など、状況に応じた広報媒

体や手段を使い、市民に迅速かつ確実に情報が届くよう情報提供を行います。 

・災害時の情報周知や被害状況の報告にあたり、自治会等と協力し、情報伝達体制を強化

します。 
・各小中学校で、防災意識の醸成を図るため、防災教育を推進します。 



  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

重 
地域防災計画の検証・見

直し 

・震災の経験を踏まえ、地域防災

計画を検証し、見直しを実施 

・ボランティアの受入れを行うボラ

ンティアセンター機能の検証を実

施し、今後の設置体制等を検討 

・災害時における迅速な避難所の

設置、運営等を行うためのマニュ

アルを作成 

・災害時の情報連絡体制の検証を

行い、災害時に適切に情報の周

知ができる体制を構築 

市 

(総務課) 
H23～24

重 
自主防災組織の設置推

進・活動の充実 

・区や住民自治協議会などで自主

防災組織の設立を推進 

・設立済みの自主防災組織の活動

の充実 

市 

(総務課) 
全期間 

 防災意識啓発 

・平常時から防災意識を啓発 

・各家庭での食糧等防災用品の備

蓄を推進 

・自主防災組織、各地区、住民自

治協議会等による防災訓練の実

施を推進 

市 

(総務課) 
全期間 

 

避難所、避難場所等の

検証・防災関連情報の周

知 

・避難所や避難場所、食糧等の備

蓄場所について、検証を行い、周

知を実施 

・避難場所の表示の検証・改善を

実施 

・地域ごとの避難場所や避難路マ

ップの作成について、自主防災組

織や各区、住民自治協議会と連携

・防災関連の様々な情報を広報か

とりや市ホームページ、文書回覧

などにより周知 

・土砂災害に備え、土砂災害ハザ

ードマップを作成し周知 

市 

(総務課) 
H23～ 

重 防災無線の整備 

・防災無線の難聴地域の解消を図

るための対策を実施 

・屋外放送塔からの放送が聞き取

りにくい場所での、戸別受信機の

設置推進・携帯電話のメール配信

登録を推進 

市 

(総務課) 
全期間 



重 
災害時の情報発信体制

の充実 

・災害時の情報周知にあたり、広

報かとり号外や随時情報紙の発行

体制の整備 

・災害時に、防災無線放送や市ホ

ームページ等での情報周知を補う

方策として、広報車による情報提

供体制を整備 

市 

(秘書広報課) 
H22～ 

重 
ホームページの災害時

対応の充実 

・災害時にホームページでの情報

周知を迅速に行うため、災害時ホ

ームページ掲載マニュアルを作成

・停電時も閲覧が可能なモバイル

版災害情報ページの活用を推進 

市 

(秘書広報課) 
H23 

重 
自治会等との情報伝達

体制の強化 

・災害時の情報周知や被害状況の

報告にあたり、自治会等と連携し、

情報伝達体制を強化 

市 

(総務課) 
(市民活動推進課) 

H23～ 

重 
地域コミュニティとの協働

による防災体制強化 

・地域住民の連携を結び付け、住

民自治協議会の設立・運営を支援

・「向こう三軒両隣」の精神や弱者

が守られる仕組みを再生 

・市民、自主防災組織、自治会等、

住民自治協議会、企業などと協働

により防災体制を強化 

市 
(市民活動推進課) 

全期間 

 
緊急時相互応援協定の

活用・強化 

・災害等緊急時の初期対応につい

て、相互応援協定の活用・強化 

（水道・下水道 など） 

市 H22～ 

 
土地地番等の適正化

（GIS 整備） 

・住所の枝番表示など土地地番と

住所地の適正化を図り、災害時等

の対応の迅速化 

市 

(税務課) 
H23～ 

 

災害時要援護者支援計

画の策定・推進 

・災害時要援護者支援計画に基づ

き、要援護者の避難支援体制を明

確にし、福祉避難所等への避難誘

導手段の確保や避難所の環境維

持に努める。 

市 

(社会福祉課) 

(介護福祉課) 

(障害福祉課) 

H23～ 

 

 

 



（３） 再生可能エネルギーの利活用 

（課題） 

・今回の震災で大規模な停電が発生したことを踏まえ、地球環境に優しく、非常時におい

ても自立できるエネルギーシステムの構築に対する需要は高まっています。 

・災害に強い安全な都市形成が求められる中で、環境への負荷を抑え、再生可能なエネル

ギーを導入した循環型社会を形成していく必要があります。 

 

（方針） 

・太陽光や風力などの自然エネルギーをはじめとした再生可能エネルギーの利活用を推進

します。 

・電力の自給体制を構築できるような大規模な再生可能エネルギーによる発電施設の誘致

等について検討します。 

・環境への負荷の少ないバイオマスの利活用による地域エネルギーシステムの構築・推進

を図ります。 

 

  ○主な事業 
重点 

課題 項目 事業概要 実施主体等 実施期間

重 
再生可能エネルギーの

推進 

太陽光発電や風力、バイオマス

などの再生可能エネルギーを推進

・太陽光発電システムの導入助成

を実施 

・市の公共施設の改修等に併せ、

太陽光発電システム設置を推進 

・大規模太陽光発電所（メガソーラ

ー）の誘致活動を実施 

・バイオマスタウン構想に基づきバ

イオマスの利活用を推進 

市 
(企画政策課) 

(環境安全課) 

(農政課) 

H23～ 

 

節電、省エネルギーの推

進 

・震災後の電力不足に伴う節電や

省エネルギーを推進 

・公用車の更新に併せ、ハイブリッ

ト車や EV 車を導入 

市 

(環境安全課) 

(財政課) 

H23～ 
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香取市災害復興会議 第１回会議概要 
 

日 時  平成２３年８月３日(水) 午後３時 30分から５時 45分 

場 所  香取市役所 ７階 全員協議会室 

出席者  １６人（代理含む） 欠席１人 

岸井隆幸  前田正博    野口晴男  堀井啓(代理) 淺野文男(代理) 

     柏木幹雄  髙岡宏基(代理) 城之内義雄 大槻忠雄   亀谷秀夫(代理) 

     飯田教久  松井健一    花澤 栄  尾形忠志   根本由美子 

     鈴木恵子（敬称略） 

 

１ 開会 

 ２ 委嘱状交付   八木副市長より委嘱状の交付 

３ あいさつ    八木副市長 

 ４ 委員紹介    第 1回会議の開催にあたり、委員、事務局の自己紹介を行った。 

５ 議事 

（１）議長・副議長の選出について 

議 長：岸井隆幸委員が選出された。 

副議長：尾形忠志委員が選出された。 

 （２）香取市の被災状況について 

 （３）香取市震災復旧・復興基本方針について 

 （４）香取市災害復興計画策定方針について 

 （５）香取市災害復興計画策定スケジュールについて 

 （６）香取市の被災状況・対応状況と課題について 

（７）香取市災害復興計画骨子案について 

 （８）その他 

○東日本大震災にかかる国・県の主な動き 

○市民アンケート速報（中間報告） 

 

 

【会議での意見等】 

・岸井議長： 

市民アンケートが 39.7％は高い回答率。多くの人が関心を寄せていると思われる。 

・亀谷委員代理 （香取市社会福祉協議会）： 

  独居老人、障害者等社会的弱者に対する災害時の安全確保の仕組みづくりを含めたい。 

・堀井委員代理（かとり農業協同組合）： 

  ホウレンソウが出荷制限されているにもかかわらず出荷されてしまったことを踏まえ、

米について同様の問題が生じないよう、農協、業者は厳しい検査をする予定である。行

政も広告、広報等協力をお願いしたい。 
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・前田委員（東京都下水道サービス株式会社）： 

  震災の復興に合わせ、長期的な観光振興や農業振興など、香取市の課題をかみ合わせ

ながらの議論が必要。外部からの情報をできるだけ提供していきたい。 

・城之内委員（水郷佐原観光協会）： 

  水生植物園は被害が大きく、あやめ祭り期間中の入込数が前年比 67％ということだが、

市と協力し開園することができてよかった。 

  佐原の町並みはまだ観光客が戻ってこない。佐原商工会議所と協力しＰＲ活動を予定。 

・大槻委員（水郷小見川観光協会）： 

  アンケート結果によると、震災時の市の初期対応・応急対応について 50％以上がおお

むね対応できていたと評価。対して市民が防災訓練等の実施・参加についての意識が

3.6％と低い数字になっているなど、市民も災害について意識を持つことが必要。 

  これから祇園祭や花火大会を市の復興イベントとして実施し、市民を元気づけたいと

考えている。 

・柏木委員（佐原商工会議所）： 

  年内に予定されているイベントはすべて実行する考え。口コミで観光客が増えてくれ

ればと思っている。 

  液状化対策についての検討が必要。 

・高岡委員代理（香取商工会）： 

  震災によりパイプラインが破損した地域について、どのようにすればよいかという情

報がなく混乱した。 

  液状化被害を受けた家の改修、建て替えについて、行政から工法などの方向性を示し

てもらえれば、個人の判断材料となるのではないか。 

・根本委員（香取市農業シンクタンク）： 

  自分も新島地区で稲作をしているのだが、パイプラインなどの農業関連施設の復旧情

報が遅かった。情報を早めに発信できる体制整備が必要。 

・鈴木委員（香取市消費生活相談員）： 

  市営住宅の重要性を見直し、整備を検討してはいかがか。 

  液状化した住宅等の建て替えは二重ローン等の問題もあり深刻である。 

  自営業の経営者への融資制度が不十分。 

  放射能測定器にも様々な種類があるが、市の測定器の精度は？ 

・飯田委員（香取市金融懇談会）： 

  被災住宅、特に液状化被害の住宅の場合、補修の仕方やコストが不透明。情報があれ

ば公開してほしい。 

・松井委員（国土交通省利根川下流河川事務所）： 

  「水の駅さわら」から、船で小野川沿いの佐原の町並みまで行くルートは、人気の観

光コースであったが被害を受けた。復旧は今まで以上の町並みにする意気込みで。 

  兵庫県豊岡市ではコウノトリの生息地で、米のブランド化などコウノトリを利用して



 

3 

 

まちづくりをしている。香取市の周辺にもコウノトリが飛来しているのが確認されてお

り、今後のまちづくりの一つの目玉になるのではないか。 

・花澤委員（千葉県香取地域振興事務所）： 

  災害復興計画と市の総合計画との関係はどのようになるのか。 

 事務局回答 

 災害復興計画は 23年度から 29年度までの計画で、市の総合計画は 20年度から 29年

度までの計画となっているのだが、両計画は途中から徐々に重なり、一体となっていく

と考える。 

・野口委員（香取市教育委員会）： 

  新島中学校をはじめ、小中学校施設にも大きな被害があった。子供たちに怪我が無か

ったことは良かったが、耐震化が済んでいない施設への早期の対応が必要。 

・尾形委員（香取市自治会連合会）： 

  液状化による住宅の被害、農業の風評被害、水道等ライフラインの問題等、被害は広

範にわたっているというのがわかる。これをどう復興していくか非常に大変な仕事だ。 

・淺野委員代理（佐原農業協同組合）： 

  被害は広範囲で、市民の要望は多肢にわたると思うが、重要度の高いものやスピード

が必要なものから取り組んでいくことが重要。その際、市民を納得させる準備が大切。 

・岸井議長： 

  まとめとして、 

  復興は単に元に戻すのではなく、これまでの課題も解決し、より一段高みを目指す意

思を持つことが重要。 

資金や人の労力には限界があるのだからメリハリをもって投入することや、行政、市

民の役割分担についての検討が必要。 

  防災体制の課題から、公共施設の耐震化を早急にやらなければならないこと、情報シ

ステムをより高いレベルで構築する必要がある。 

  香取市は利根川沿いに位置し、液状化はこれからも起きる可能性がある。このことを

どんな分野でも受け止めて、強いまちを維持できるシステムを作りあげられればと思う。 

 併せて、自ずとやってくる高齢化社会で人口が減少することを踏まえ、今後どうやって

我々は住むのかということを真剣に考えなければいけない。 

 

 

６ その他   なし 

７ 閉会 


